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【要旨】 
長大な管理区間延長を有する河川堤防の改修・維持管理を効率的に推進するには，要改良区間すなわち弱

点箇所を効率的かつ高確度で把握することが可能な現地探査技術の開発実用化が求められていた．これまで

の研究の結果，ランドストリーマー方式高精度表面波探査法と牽引型比抵抗探査法あるいはスリングラム電

磁探査法を組み合わせた統合物理探査を適用することによって，堤防縦断方向に存在する数 10m 規模の異常

部までを検出することが可能であることがわかってきた．そこで次段階として，検出した弱点箇所の内部物

性構造をより詳細に把握することが可能な調査計測技術の研究開発に着手した．本研究では，堤体および基

礎地盤の不均質構造をイメージングすることが可能な調査計測技術を評価，場合によっては新規開発をはか

ること，またそれらの手法が，浸透やすべりに関わる物性あるいは材料物性自体をどの程度把握することが

可能であるかを，調査計測実験に基づいて検討する．21 年度はその一環として，簡易貫入試験および貫入孔

を利用した高分解能検層手法開発および適用実験，採取コア比抵抗測定手法および装置開発，堤防植栽樹根

の分布および腐朽度の把握を目的とした計測手法についての実験的検討，堤体および護岸に使用されている

コンクリート材料の弾性波伝播特性についての計測実験を実施した． 
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1. はじめに 

河川堤防の要改良区間を迅速かつ経済的に抽出す

ることができれば，堤防の改修・補強を効率的に進

めることが可能になる．堤体は外見的には均質に見

えても，内部は横断方向・縦断方向ともに不均質な

構造を有している．このような不均質内部構造が浸

透性や強度に影響を与えていることは想像に難くな

い．既往の被災事例を検討すると，安全と判定され

た区間で，計画高水位以下の洪水でも漏水などの浸

透現象が数多く発生している．このことは，従来の

点検手法では不均質構造に由来する弱点箇所を的確

には検出することが困難であることを示唆しており，

このような弱点箇所を高い確度で検出することが可

能な調査計測手法の開発が求められていた．これま

での研究の結果，ランドストリーマー方式高精度表

面波探査法と，牽引型比抵抗探査法あるいはスリン

グラム電磁探査法を組み合わせた統合物理探査を適

用することによって，堤防縦断方向に存在する数

10m 規模の異常部を検出することが可能であること

を明らかにしてきた1,2）．さらに手法の普及展開をは

かることを目的とし，現地適用過程および解析評価

過程のマニュアル化を進めてきた． 

ところで河川堤防の安全性評価には，外力が一様

と考えられる一連区間を，過去の被災履歴および地

形地質調査結果を基に区間細分し，代表断面を設定

して詳細点検を実施し安全性を照査する，という手

順が採用されている．安全性にかかわる情報を取得

する手段としては，空中写真判読による治水地形区

分，全延長にわたる目視観測，局所的な確認ボーリ

ングおよびボーリング孔を利用した浸透特性計測な

どが採用されている．しかし堤体および基礎地盤は

前述のように本質的に不均質であり，局所的な点検

で得られた物性情報をどの程度の区間の代表値とす

るか，代表値として適当であるか，すなわちより問

題のある物性を有する箇所が点検箇所近傍に存在し

ないか，を評価する手順は明確になっていない．こ

れには堤体および基礎地盤の物性構造を空間的に把

握することが可能な調査計測技術の適用開発と，物

性情報自体についての検討が必要とされる． 
非破壊的に2次元の地下構造を物性分布として捉

えることができる物理探査手法は，このような空間

的調査に有効であると期待される．実際先行研究に

よって開発した統合物理探査は，堤防縦断方向にお

いて数10m 程度連続する物性異常部を検出すること
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が可能である．しかしその内部の詳細な物性分布を

把握できる空間分解能は有していなかった．そこで

本研究では，それらの測定条件を最適化し，さらに

低侵襲の調査手法であるサウンディングおよび孔内

計測とを組み合わせることよって，より詳細な河川

堤防の内部物性分布と基礎地盤の構造把握を達成す

る調査計測技術を開発することを目標とした．また

方法論的には，基礎実験および実堤防への適用実験

によって要素手法の測定条件を評価することとした．

なお適用する調査計測手法は，対象とする物性分布

あるいは目的に合致するよう選択することが重要で

ある．21年度は計測手法対象として，簡易貫入試験

および貫入孔を利用した高分解能検層手法開発およ

び適用実験，採取コア比抵抗測定手法および装置開

発を，また調査計測対象としては，堤防に植栽され

る樹木の根系の分布を非掘削で把握する手法につい

て実験的な検討を加えた．また堤防護岸あるいはの

り覆工に使用されるコンクリート覆工背面の空洞把

握手法を検討するための基礎的な実験を実施した． 
その結果，高密度配置による地表伝播弾性波波形解

析によって，根系の卓越方位を推定可能であること，

亀裂の存在により伝播弾性波が非線形に応答し，逆

にその非線形応答から亀裂の位置・規模を把握する

ことが可能であることがわかった．  
 

2. 実験概要 

21 年度に実施した計測調査実験のうち，弾性波に

よる樹根分布推定実験およびコンクリート覆工モデ

ルに対する弾性波伝播特性実験の概要を以下に示す． 
2.1 弾性波による樹根分布推定実験 

堤防などに人工的に植樹される緑化樹木は成長と

ともに樹根も伸張するが，樹勢減退に伴って根系が

腐朽し，倒木や盛土を緩める原因となる．実際，各

地の堤防に戦後植樹された桜が老木化し，樹根部が

腐食して空洞ができることにより堤防の一部を損壊

させる事故も生起している 3）．樹木の根系の分布や

その卓越方位を，掘削することなく低侵襲的に推定

することができれば植栽の維持管理や堤防の安全性

評価に役立つ情報を提供することができる．これに

は従来，樹幹と周辺地表間の静電容量測定 4），2 次

元比抵抗探査 5），高周波地中レーダー探査 6）などが

用いられてきており，根系のイメージングに成功し

ている．一方弾性波を用いた手法は適用例も少なく，

良好な結果も得られていないのが実情であった．た

とえば久米ほか 7）は，樹幹の根元をゴム製ハンマー

で打撃し，樹木周辺の振動分布をマッピングして根

系との関連性を検討している．しかし打撃振動のレ

ファレンスをとっていないことに加え，単点での測

定波形データから「伝播速度」を求めているなど，

測定方法・解析過程に問題が散見された．そこで多

点同時測定・波動場分離を徹底した高密度の弾性波

探査によって根系の分布を推定することが可能か否

か検証することを目的として基礎的な実験を実施し

た 8）．  
土木研究所構内，地質野外実験場内に植樹されて

いた樹高約 5m のネムノキ（Albizzia sp.）を対象木と

した総合的な原位置調査計測実験が2009年6月に国

総研緑化生態研究室によって実施された．この実験

の一部を分担する形態で弾性波探査を実施した．対

象木は根元部で樹径約 40cm，比高約 40cm の部分で

二股に分岐していた（図－1）．この樹木の周囲に 16

図－2  計測対象樹周辺における計測機器配置図

図－1  計測対象樹（Albizzia sp.）および計測機器

配置状況 
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方位に測線を設定し，測線上に 50cm 間隔で放射状

に 3 成分地震計を設置し（図－2），樹幹および地面

を打撃したときの波動伝播を測定した．樹芯から

4.5m と 2.25m の円周上に発振点を設け，各発振点で

5 方位（鉛直，直交 2 方向，放射 2 方向）から打撃

を行ない，極性波動を発生させた．発振には重さ約

40kg の鋼製直方体を木製のカケヤで打撃する方法

を採用した．また同様に樹幹根元部を 5 方位から打

撃し，同様の発振を試みた．ただし鉛直発振につい

ては主幹の二股分岐部を上方から打撃することでこ

れに相当させているため再現性が低い傾向が認めら

れた．波形収録には高速マルチチャンネル波形記録

装置を使用し，288ch（12 測線/16 方位中×8 点×3
成分）を同時収録した．サンプル間隔は0.25ミリ秒，

波形分解能は 24bit である． 
 

2.2 コンクリート供試体中の弾性波動伝播特性計

測実験 

高潮堤防の護岸や通常堤防においてものり覆工に

コンクリートが使用されている．しかしコンクリー

トは堤体および基礎地盤を構成する土質材料とは材

料物性が大きく異なるため，両者の境界部に変形が

集中して空洞が発生したりコンクリート構造物に亀

裂が発生するなどの異常が発生する場合がありうる．

これらの異常の有無を非破壊あるいは低侵襲的手法

を用いて把握することができれば，堤防の安全性お

よび維持管理に大きく貢献することが期待できる．

空洞の検出手法としては一般的に地中レーダー探査

が利用されているが，配筋の影響を大きく受けるこ

と，微小亀裂の検出が困難であるなどの弱点を有し

ている．一方弾性波を用いた計測も空洞探査や亀裂

探査にしばしば利用されてきた．特に打音応答解析

は有用な手法として，トンネル覆工背面空洞探査な

どに広く用いられている 9）．一方でコンクリート中

を伝播する弾性波の速度情報から，コンクリート構

造物の健全度を評価する手法も適用されてきている
10）．一般に板状あるいは角柱状を呈することが多い

コンクリート構造物中を伝播する弾性波は，その形

状に規制された速度値をとることが理論的に知られ

ている 11）．また亀裂や劣化部が存在すると，その近

傍で特異な波群が観測されることも知られていた
12）．逆に，そのような特異な波群を解析することで，

コンクリート構造物中に存在する異常部を検出評価

することができる可能性がある．そこで，亀裂や劣

化部を含むコンクリート供試体を作成し，異常部近

傍における弾性波の伝播特性を計測する基礎的な実

験を実施した． 
実験にはレーザードップラー振動計（LDV）を使

用した（図－3）．同装置は非接触で任意の点（表面）

の速度振動を計測することができ，高精度の室内岩

石物性試験などに利用されてきた 13）．これにより従

来使用されている加速度センサに関連する計測上の

諸問題，特にセンサカップリングによる周波数応答

特性の変動の影響を除外することが可能である．ま

たセンサを構造物に設置する必要がないので，遠隔

から高所位置の振動を非接触で計測することができ

る．この LDV を 2 台使用し，小型のハンマーで供

試体を打撃した際の人工亀裂近傍での弾性波伝播特

性を計測した．測点配置を図－4 に示す．厚さ 30cm
のコンクリート床板打設時に厚さ 1mm のアルミ板

図－3  レーザードップラー振動計を用いたコン

クリート供試体弾性波伝播特性計測状況 

図－4  供試体寸法および人工亀裂周辺の計測

点配置 
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を埋め込み，養生時に抜き取り幅約 2mm，深さ 10cm
の人工亀裂を形成した．この人工亀裂近傍に 2.5cm
格子で合計 195 点の測点を設け，上方および側方打

撃時の振動を計測した．打撃信号の強度変動および

波形変動の影響を除去するために，打撃点近傍（図

－4 中の P.U.点）および供試体中央部（同，参照点）

においても振動を計測している．振動波形は 16bit，
1MHz サンプリング，4ch 同時収録機能を有するデー

タ収録装置を用いてディジタル記録した． 
 

3. 実験結果および解析検討結果 

3.1 弾性波による樹根分布推定実験結果 

樹幹を鉛直に打撃した時の地盤振動の鉛直成分を，

東西測線上で観測した波形記録を図－5 に示す．こ

の波形記録では，波群の特定とその伝播状況をわか

りやすくするために振幅が正の部分を赤色に，負の

部分を青色で表している．これにより，屈折 SV 波

と後続する強振幅の表面波群を識別することができ

る．SV 波の見かけ速度は直達波のそれで約 90m/s，
屈折波で約 210m/s と見積もられ，同実験場での既往

探査結果と調和的であった．特徴的であるのは，表

面波の見かけ位相速度が測線方向によって異なって

いることである．すなわち，方位線 4（東方向）に

比べると方位線 12（西方向）に伝播する表面波の位

相速度が明らかに小さい．同様の傾向は，他の方位

線における樹幹起振記録波形にも認められた．そこ

でいくつかの波形記録を合成し，樹幹鉛直起振波形

を樹芯から 4m の距離の円周上に配置した地震計で

観測した波形を並べ，方位による変化を比較してみ

た（図－6）．なおこの記録には 28Hz 以上を通過さ

せる低周波帯域除去フィルタを施している．同図か

らは，屈折 SV 波の走時は方位線方向による変動が

ほとんどないのに対し，表面波の走時は方位によっ

て変動していることが示されている．特に方位線

12-14 にかけて走時が遅延しているのが特徴的であ

る． 
本弾性波探査のほかに，3 次元比抵抗探査が国総

研によって実施された．これらの計測の後，対象と

した樹木は地表部が切り倒され，圧縮空気を利用し

た樹根の掘り起こし・根系分布の確認調査が実施さ

れた．その結果を図－7 に示す．同図からは根系が

主として南東部（方位線 2-11 の範囲）に卓越伸張し

ていることが読み取れる．根張りの範囲は樹幹から

おおよそ 3m 程度であり，また方位線 1，9，13，15
の方向には主根は伸張していない．方位線 12-14 に

図－5  樹幹鉛直打撃時の東西測線鉛直成分波形

図－7  根系分布と設定測線の関係 

図－6  樹幹鉛直打撃時の 4m 円周上鉛直成分波形
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かけての表面波走時の遅延は，主根系が当該方位に

伸張していないことによって説明可能である．方位

線 0 方向においても同様な表面波の遅延が認められ

る．以上の検討は予察的なものであるが，樹根が横

走する深さを伝播する表面波の位相速度変化を示標

にすることで，根系の卓越方向を推定可能であるこ

とを示唆している．なお直交方向からの打撃により，

反転が明瞭なSH波成分も捉えることに成功したが，

SV 波も含め方位による速度変化は明瞭ではなかっ

た．S 波波形には屈折波群が全方位で確認されてお

り，根系分布より地盤構造を強く反映していると解

釈される． 
 

3.2 コンクリート供試体中の弾性波動伝播特性計

測実験結果 

人工亀裂周辺で観測した打撃振動の鉛直成分波形

を図－8 に示す．同図上は，対象とする人工亀裂に

対して上方約 1.3m の供試体上面を打撃した時の，直

下方（H160 列）および参照点の観測波形である．発

震には径 10mm の鋼球を用い，人力で供試体を軽く

打撃する方法を採用している．なお図に示した各測

点での観測波形は，同一打撃振動を同時受振したも

のではなく，同一点での打撃振動を LDV を移動さ

せ繰り返し観測したものである．したがって観測波

形には各打撃のばらつきも含まれているが，参照点

観測波形から，このばらつきの影響を評価すること

ができる．またこの観測波形を利用してパルス波な

どの任意の入力波形に対する応答波形を計算するこ

とが可能である．図に示すように参照点の観測波形

は振幅，形状とも相似しており，ほぼ均等な発振が

保持されていたことがわかる．すなわち図左側に示

した測点列における観測波形に認められる変動は，

場すなわち人工亀裂の存在に起因するものであるこ

とが容易に解釈できる．図－8 下は，人工亀裂の側

方約 1.5m に位置する供試体側面を打撃した振動を

同じ測点列において観測した波形を示したものであ

る．亀裂近傍では後続波に差異が認められるが，初

動卓越波群は相似していることがわかる． 
媒質中に断層や亀裂などの大きな不均質部が存在

すると，その近傍において振幅の大きな特異な波群

が発生することが知られ，「断層トラップ波」と称さ

れている．本実験の結果は，コンクリート供試体中

に亀裂が存在する場合トラップ波が発生すること，

打撃点・測点列・亀裂方向によってその観測形態が

異なること，すなわち観測結果から亀裂位置・方位

を推定することが可能であることを示している． 
レーザードップラー振動計（LDV）は，原理的に

レーザーの照射・反射方向の振動を測定する．した

がって同一測点に対して異なる方向から LDV によ

る測定を実施し，その測定データ合成することで振

動成分を分離解析することができる．鉛直成分およ

び放射方向成分の 2 成分の打撃振動解析を実施した

ところ，板状の供試体の場合，打撃点近傍では P 波

初動振幅が節の部分で大きく減衰することがわかっ

た．このことはコンクリート供試体の速度測定にお

いて，震源近傍での測定データの使用に対する制約

条件となりうる． 
 

4. まとめ  

非破壊で2次元の地下構造を物性分布として捉え

ることができる物理探査手法は，河川堤防の内部物

性構造を把握する方法として有効であると期待され，

実際先行研究によって開発した統合物理探査では，

図－8  人工亀裂近傍における打撃振動波形の非

線形応答．上：上方（H160/V200 端面打

撃）；下：側方（H0/V70 端面打撃） 
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堤防縦断方向において数10m 程度連続する物性異常

部を検出することが可能であることが示された．こ

のような物理探査手法を詳細構造調査に適用する場

合，対象とする弱点箇所における物性異常の空間的

な拡がりと異常の程度について吟味し，適切な探査

手法を選択するとともに測定条件についての検討を

加えることが重要である． 
21年度は計測手法対象として，簡易貫入試験およ

び貫入孔を利用した高分解能検層手法，採取コア比

抵抗測定手法を設定し，現地適用実験によりその有

用性について検討した，また対象とする弱点すなわ

ち物性異常として，堤防に植栽される樹木の根系の

分布を設定し，それを非掘削で把握する手法につい

て実験的な検討を加えた．その結果，主根の発達す

る方位では，表面波の見かけ速度が大きくなること，

円周上に配列した地震計アレイによって，主根の卓

越伸張方位を判定できる可能性があることがわかっ

た．今後は空間分解能を向上させる手段として，よ

り高密度の配列の効果について検討する計画である． 
また堤防護岸あるいはのり覆工に使用される板状

コンクリート覆工の内部亀裂および背面の空洞把握

手法を検討するための基礎的な実験を開始した．21
年度はまず板状コンクリート供試体を用意し，供試

体中を伝播する弾性波が内部亀裂によってどのよう

な影響を受けるかについて，基礎的な計測実験を実

施した．その結果亀裂近傍においてトラップ波が観

測されること，その出現形態から亀裂の位置・規模

を推定可能であることがわかった．今後より微小な

亀裂，あるいは潜在亀裂の打撃振動応答について，

さらに土質材料との間に生じる空洞の存在の影響に

ついて検討を加える予定である． 
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Abstract ：Conventional safety assessment of levee systems usually starts from the behavioral 

segmentation of levee based on the damage events during past floods. Internal heterogeneity along levee 
body has been rarely taken into account in the segmentation process whereas the heterogeneity and the 
resultant weak zones in physical properties are the major vulnerability factors. It was because of its difficulty 
in imaging levee body as well as underlying layers by the conventional measurement techniques. We therefore 
developed integrated geophysical surveying for delineating such anomalies in the levee systems at low cost and with 
high performance. To characterize the internal geotechnical structure in delineated weak zone precisely, it is required to 
develop new technique or idea which can conduct the detailed mapping in the zone. Furthermore it is also essential to 
set measurement parameters to match the target anomalies. Then we tested the following two techniques; one was for 
delineating root extent in shallow depths around a planted tree, and the other was to detect hairline crack in a concrete 
panel, used for river wall and slope cover. The former technique was three-component seismic measurements using 
dense array set around the tested tree, and Laser Doppler Vibrometers (LDV) were adopted to measure acoustic waves 
propagating in concrete panel. As results, surface wave velocities was highlighted as a useful indicator of tree root, 
namely, increase in surface wave velocity was recorded in the direction where a tree root extended. The fracture-trapped 
waves were clearly observed adjacent the hairline crack, which indicated that physical characteristics of the trapped 
waves were valuable to locate and estimate cracks in concrete. 

 
Key words：river levees, vulnerable part, plant root, wall concrete, crack, trapped wave  


